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1.はじめに
　戦後日本の人口は高度経済成長や，第 1 次ベ
ビーブーム，第二次ベビーブームを経て急速に増
加した．終戦時には7200万人程度であった日本の
人口は，2004年のピーク時には 1 億2784万人に達
していた．しかし，2004年以降日本の人口は減少
しており，このままでは人口減少型社会の中で，
人口に対して，過大な市街地を抱え込むことが予
想されていた．そのような状況を打開するために，
2016年に都市再生特別措置法が改正され，立地適
正化計画制度が導入された．
　立地適正化計画制度とは，人口の急激な減少と
高齢化を背景として，高齢者や子育て世代にとっ
て安心できる健康で快適な生活環境を実現するこ
と，財政面及び経済面において持続可能な都市経
営を可能とすることを目的とし，医療・福祉施設，
商業施設や住居等がまとまって立地し高齢者をは
じめとする住民が公共交通によりこれらの生活利
便施設等にアクセスできるなど，福祉や交通など
も含めて都市全体の構造を見直すために設けられ
た制度である．行政と住民，民間事業者が一体と
なり「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」
の考えで進めることが重要とされている．
　しかしながらそのコンパクト性とネットワーク
性を定量的に捉える手法までは示されていない．
そこで本研究では，コンパクト性及びネットワー
ク性の視点から九州内の都市の都市構造の現状を
把握し類型化することで，今後の立地適正化計画
の策定推進に向けた基礎的知見を得ることを目的
とする．
2.研究方法
　本研究では偏りなく対象都市選定を行うため
に，立地適正化計画との関係性が深い人口増減の
視点を利用した．国勢調査のデータより九州全市
町村の総人口，年齢別人口（総数），総世帯数の
データ（2000年.2010年）（表－1）を利用して九
州内市町村の人口増減率を算出し，人口増減率の
データを利用してクラスター分析を行った．その
後都市をグループ化した上で各グループからラン
ダムに30都市を抽出した（表－2）．その際，政
令指定都市，島となっている都市は対象外とし
た．次に，対象地内におけるコンパクト性とネッ
トワーク性について指標を用いて調査した（表－
3）．その後，調査結果を用いて主成分分析を行い，
主成分分析結果を用いてクラスター分析を行うこ
とで都市構造の類型化を行った．
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表-1　人口増減率調査項目
人口総数 増加率（％）
人口総数（男） 増加率（％）
人口総数（女） 増加率（％）
世帯総数 増加率（％）
１５ 歳未満　人口総数 増加率（％）
総数 １５ ～ ６４ 歳　人口総数 増加率（％）
総数 ６５ 歳以上　人口総数 増加率（％）
総数 ７５ 歳以上　人口総数 増加率（％）
表-2　対象地一覧
第１グループ 第２グループ 第３グループ 第４グループ
高千穂町 久留米市 古賀市 春日市
嘉麻市 芦屋市 須恵市 粕屋市
八女市 水巻市 糸島市 長与町
みやま市 吉富町 宮崎市
添田市 長崎市
雲仙市 八代市
菊池市 宇土市
竹田市 由布市
西郷市 日向市
阿久根市 門川市
日置市
南九州市
湧水市
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3.結果
3.1　解析結果
　表－4は主成分分析結果である．固有値の値が
1 を超える軸が 8 本算出された．8 本の軸の累積
寄与率は91.117％と高い値を示したため，この結
果を用いて都市の類型化を行った．
　また，各軸の主成分得点を利用し，各軸に対し
て命名を行った（表－5）．
　さらに，主成分分析結果よりクラスター分析を
行うことで，都市構造の類型化を行い，また，各
グループにおける主成分得点の平均値と表－5の
評価軸を利用して，類型化したグループの解釈を
行った．グループの分類を行った際，5 グループ
が最もバランスよく，また，各項目のグループ平
均値に違いが見られたため，5 グループに類型化
をおこなった．図－1は各グループの主成分分析
結果の平均を示したものである．
3.2　類型化結果
3.2.1　グループ１
　グループ 1 の特徴としては，図－2より都市に
おけるコンパクト性と公共交通の充実度に関する
図-1　グループ別主成分得点平均
表-3　コンパクト性とネットワーク性に関する指標
コンパクト性
指標
ネットワーク性
指標
コンパクト性 &
ネットワーク性指標
人口密度　全体 MCA 接続性 バス停　圏域内人口割合
人口密度　都市計
画区域 MCA 直線性
バス停 Buffer　都市内
面積カバー率
人口密度　用途地
域内 MCA 近接性
バス停 Buffer　都市計
画区域内面積カバー率
人口密度　DID 内 バス停 Buffer　用途地域内面積カバー率
用途地域指定状況　
都市計画区域内
バ ス 停 Buffer　DID
内面積カバー率
用途地域指定状況　
DID 内 駅　圏域内人口割合
都市人口に占める
割合　都市計画区
域
駅 Buffer　都市内面積
カバー率
都市人口に占める
割合　用途地域内
駅 Buffer　都市計画区
域内面積カバー率
都市人口に占める
割合　DID 内
駅 Buffer　用途地域内
面積カバー率
駅 Buffer　DID 内面積
カバー率
表-5　各評価軸名称
軸名 軸成分内容 累積寄与率
第１軸 ″都市におけるコンパクト性と公共交通の充実度に関する総合評価軸 38.55（％）
第２軸 ″＋：都市計画区域における鉄道の利便性に関する評価指標″－：都市における計画的な人口集積と DID 内におけるバスの利便性に関する評価指標 52.51（％）
第３軸 ″＋：都市全体における地域間のつながりの明解さと多様性および都市計画区域におけるバスの利便性に関する指標″－：都市全体におけるバスの利便性に関する評価軸 64.98（％）
第４軸 ″＋：都市計画区域におけるバスの利便性に関する評価軸″－：都市全体における地域間のつながりの明解さと多様性および都市計画区域における鉄道の利便性に関する評価軸 74.63（％）
第５軸 ″＋：用途地域における公共交通機関の利便性および地域間のつながりにおける多様性と明解さに関する評価軸″－：都市計画区域内における人口集積とバスの利便性に関する指標 79.45（％）
第６軸 ″＋：都市全体における地域間のつながりの近さおよび都市計画区域における人口集積と駅の利便性に関する評価軸″－：都市計画区域における用途地域指定状況と DID 内における鉄道の利便性に関する評価軸 83.99（％）
第７軸 ″＋：都市全体における人口密度と地域間のつながりの近さに関する評価指標″－：都市全体における駅の利便性に関する評価指標 87.98（％）
第８軸 ″＋：都市全体におけるつながりの明解さと都市計画区域における駅の利便性に関する評価指標″－：都市全体における地域間のつながりの近さに関する評価軸 91.18（％）
表-４　主成分分析結果（固有値 ／寄与率 /累積寄与率）
初期の固有値 a 抽出後の負荷量平方和
成分 合計 分散の％ 累積％ 合計 分散の％ 累積％
１ 16.190 38.547 38.547 16.190 38.547 38.547
２ 5.864 13.961 52.508 5.864 13.961 52.508
３ 5.238 12.471 64.980 5.238 12.471 64.980
４ 4.052 9.648 74.628 4.052 9.648 74.628
５ 2.024 4.819 79.447 2.024 4.819 79.447
６ 1.909 4.544 83.991 1.909 4.544 83.991
７ 1.676 3.990 87.981 1.676 3.990 87.981
８ 1.342 3.196 91.177 1.342 3.196 91.177
表-6　グループ 1所属都市
グループ 1
高千穂町 日置市 湧水町
竹田市 南九州市 由布市
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総合評価軸である第 1 軸がマイナスの方向にやや
大きく，また都市計画区域における鉄道の利便性
に関する評価指標である第 2 軸の＋域の値が大き
くなっている．さらに，都市計画区域におけるバ
スの利便性に関する評価軸である第 4 軸の＋域の
値が大変大きな値を示している点を踏まえたうえ
で考察を行うと，このグループの都市形態として
は，「都市全体におけるコンパクト性や公共交通
の充実度は低いが，市街地の公共交通機関は発達
しており，特にバスの利便性が高いグループ」で
あると説明することができる．
　グループ内において主成分分析の結果最も平均
的であった由布市を見てみると，図－3，図－4
より，用途地域，都市計画区域内での公共交通機
関の充実性を見ることができる．特にバス停が都
市計画区域，用途地域内にまんべんなく配置さ
れており，都市計画区域，用途地域内のバス停
Buffer カバー率は90％以上となっている点から
も，市街地でのバス網の発達がうかがえる．鉄道
に関しては，バスと比較すると，利便性や，カバー
率などは劣るものの，用途地域内に 2 ヶ所，都市
計画区域内に 4 ヶ所の駅があるため，利便性の面
でみると比較的良いと考えられる．
　しかし，由布市の都市計画区域内には都市人口
の50％，用途地域内には 25％程度の人口しか生
活しておらず，都市形態としてはコンパクト性が
低く，都市全体で見たときの公共交通機関の利便
性は低いと考えられる．
　また，対象地選定で行った人口増減率の結果と
照らし合わせると，人口減少率が非常に大きな第
1 グループに属する都市が 5 都市，人口減少率が
やや大きな第 2 グループに属する都市が１都市と，
人口増減の視点から考察を行うと，人口減少傾向
にある都市構造であるといえる．
3.2.2　グループ 2
　グループ 2 の特徴としては，図－5より都市に
おけるコンパクト性と公共交通の充実度に関する
総合評価軸である第 1 軸がマイナスの方向に大変
大きく，都市全体におけるバスの利便性に関する
評価軸である第 3 軸の－域の値が大きく，さらに
都市全体における地域間のつながりの明解さと多
様性および都市計画区域内における鉄道の利便性
に関する評価軸である第 4 軸の－域の値が大きい．
また，都市計画区域内における人口集積と，バス
の利便性に関する指標である第 5 軸の―域，都市
全体における駅に利便性に関する評価指標である
第７軸の－域の値も大きくなっている．この点を
踏まえたうえで考察を行うと，このグループの都
市形態としては，「都市全体における公共交通機
関特に市街地での利便性は高いが，コンパクト性
が低く，人口が分散していると考えられるグルー
図-2　グループ1主成分分析結果平均
図-４　由布市　公共交通機関（鉄道）
図-3　由布市　公共交通機関（バス）
グループ 2
嘉麻市
添田市
雲仙市
表-7　グループ 2所属都市
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プ」であると説明することができる．
　グループ内において主成分分析の結果最も平均
的であった添田市を見てみると図－6，図－7，
図－8より，添田氏の場合人口が集中している市
街地でのバス停 Buffer のカバー率や，駅 Buffer
のカバー率などより，公共交通機関の充実度は高
いが，人口密度に関する項目に着目すると人口密
度が全体的に低い値となっており，人口密度の高
い地域がまとまっておらず，局所的に点在してい
ることがわかる．この状況下では，社会基盤の維
持管理が広範囲にわたって必要となり，また，公
共サービスを行うにあたって，効率が悪くなるこ
とが考えられる．また，対象地選定で行った人口
増減率の結果と照らし合わせると，人口減少率が
非常に大きな第 1 グループに属する都市が 3 都市
と人口増減の視点から行うと，非常に人口減少傾
向にあるといえる結果となった．
3.2.3　グループ 3
　グループ 3 の特徴としては，図－9都市におけ
るコンパクト性と公共交通の充実度に関する総合
評価軸である第 1 軸に対しては変化がなく，平均
的であるといえる．また，都市における計画的な
人口集積と DID 内におけるバスの利便性に関す
る評価指標である第 2 軸の－域の値が大きく，さ
らに用途地域における公共交通機関の利便性およ
び地域間のつながりにおける多様性と明解さに関
する評価軸である第 5 軸の＋域の値が大きく，都
市全体における人口密度と地域間のつながりの近
さに関する評価指標である第７軸の＋域の値も大
きくなっている．この点を踏まえたうえで考察を
行うと，このグループの都市形態としては，「都
市全体におけるコンパクト性や公共交通機関の充
図-5　グループ 2主成分分析結果平均
図-6　添田市　公共交通機関（バス）
図-7　添田市　公共交通機関（鉄道）
図-8　添田市　人口密度
グループ 3
八女市 久留米市 吉富町
菊池市 芦屋市 長崎市
西都市 水巻市 宮崎市
表-8　グループ 3所属都市
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実度は平均的であるが，市街地を形成しており，
そこでの公共交通機関の充実度は高く，また道路
ネットワークを介した地域間の結びつきが非常に
強いグループ」であるといえる．
　グループ内において主成分分析の結果最も平均
的であった宮崎市を見てみると図－10，図－11，
図－12より，宮崎市の場合，DID，用途地域，都
市計画内における公共交通機関の充実度が高く
なっており，特にバスに関しては DID，用途地
区においてバス停 Buffer で100％カバーしている．
また，ネットワークの視点から見ると市街地での
道路ネットワークは複雑に張り巡らされているの
に対して，市街地から外れた場所の道路網に関し
ては必要最低限に抑えられている．また，対象地
選定で行った人口増減率の結果と照らし合わせる
と，人口減少率が非常に大きな第 1 グループに属
する都市が 4 都市，人口減少率がやや大きな第 2
グループに属する都市が 4 都市，人口増加率がや
や大きな第 3 グループに属する都市が１都市と人
口増減の視点から行うと，現状維持型の都市構造
であると考えられる．
3.2.4　グループ 4
　グループ 4 の特徴としては，図－13より全体的
に数値のバランスがよく，都市におけるコンパク
ト性と公共交通の充実度に関する総合評価軸であ
る第 1 軸の値が非常に大きく，また都市計画区域
における鉄道の利便性に関する評価指標である第
2 軸＋域の値や，都市計画区域におけるバスの利
便性に関する評価軸である第 4 軸の＋域の値が大
きくなっている．この特徴を踏まえたうえで考察
を行うと，グループ４は，「都市全体におけるコ
図-9　グループ 3主成分分析結果平均
図-11　宮崎市　公共交通機関（鉄道）
図-12　宮崎市　道路ネットワーク
図-10　宮崎市　公共交通機関（バス）
グループ 4
みやま市 古賀市 春日市 長与町
阿久根市 糸島市 粕屋町
表-9　グループ 4所属都市
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ンパクト性や，公共交通機関の充実度が非常に高
く，特に市街地では公共交通機関の利便性が高い
グループ．」ということができる．
　グループ内において主成分分析の結果最も平均
的であった春日市を見てみると，図－14，図－15
より，春日市は，DID，用途地域，都市計画区域
の面積がそれぞれ都市の大半を占めており高密度
化を維持している．さらにそこに合わせるように
して，公共交通機関のルートが設けてあるため，
非常に利便性が対愛と考えられる．特にバス停に
関しては，都市のどの場所からでも徒歩 5 分から
10分以内にバス停に着くことができ，バスを利用
して駅や，その他の地域への移動が容易である．
このような点を踏まえた上で考察を行うと，グ
ループ 4 の都市での移動手段として利用される方
法において，他の都市と比べて自家用車の割合が
低く，バスや鉄道などの公共交通機関の割合が高
くなっていると考えられる．この特徴の利点とし
ては，道路における自動車の密度が低くなるため，
人や物の移動がスムーズに行うことができ，また
事故などの危険性が下がるため，生活快適性が高
くなると考えられる．
　また，対象地選定で行った人口増減率の結果を
照らし合わせると，人口減少率が非常に大きな第
１グループに属する都市が 2 都市，人口増加率が
やや大きな第 3 グループに属する都市が 2 都市，
人口増加率が非常に大きな第 4 グループに属する
都市が 3 都市と 5 つのグループの中で最も人口増
加，維持傾向にあり，人口減少防止の視点から見
ると非常に有効な都市形態であるといえる．
3.2.5　グループ 5
　グループ 5 の特徴としては，図－16より都市に
おけるコンパクト性と公共交通の充実度に関する
総合評価軸である第 1 軸の値がやや大きく，都市
全体における地域間のつながりの明解さと多様性
および都市計画区域内におけるバスの利便性に関
する指標である第 3 軸の＋域の値が大変大きく
なっている．さらに，都市計画区域における用途
地域指定状況と DID 内における鉄道の利便性に
図-13　グループ 4主成分分析結果平均
図-14　春日市　公共交通機関（バス）
図-15　春日市　公共交通機関（鉄道）
表-10　グループ 5所属都市
グループ 5
八代市 日向市 須恵市
宇土市 門川市
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関する評価軸である第 6 軸－域，都市全体におけ
る駅に利便性に関する評価指標である第 7 軸－域，
都市全体における地域間のつながりの近さに関す
る評価軸である第 8 軸－域の値も大きくなってい
る．以上の特徴を踏まえた上で考察を行うと，グ
ループ 5 は「都市全体におけるコンパクト性や，
公共交通機関の充実度はやや高く，地域間の道路
ネットワークを介したつながりはとても強く，ま
た市街地を計画的に開発し，そこに人口が集中傾
向にあり，公共交通機関の利便性が高いグループ」
であると説明することができる．
　グループ内において主成分分析の結果最も平均
的であった日向市を見てみると，図－17，図－18，
図－19より，市街地における公共交通機関の充
実性は高く，特にバス停は DID，用途地域，都
市計画区域のどれもバス停 Buffer が80％以上カ
バーしているという大変利便性が高い結果となっ
た．さらに，都市計画区域内に人口の80％以上，
用途地域内に65％程度，DID 内に55％程度の人
口が集中しており，非常にコンパクト性が高いと
いえることも分かった．さらに，道路ネットワー
クに関しては，用途地域圏内の道路網が発達して
おり，郊外の地域では最小限の道路網という形態
をとっており，この道路形態が地域間のつながり
を強くしているということができる．
　また，対象地選定で調査した人口増減率のデー
タと比較すると，人口減少率が大きい第 1 グルー
プに属する都市が 1 都市，人口減少率がやや大き
い都市が 3 都市，人口増加率がやや大きな第 3 グ
ループに属する都市が 1 都市となっており，人口
増減率の視点から見ると，やや減少傾向であるが，
人口を維持するためには有効な構造ということが
分かった．
4.まとめ
　今回，本研究では，都市の類型化を，九州内の
都市を利用して行った．その結果，コンパクト性
及びネットワーク性からその多様性を明らかにす
るとともに，特徴的な都市構造のタイプを抽出す
ることができた．さらに，人口増加率の視点から
見ると，コンパクト性とネットワーク性の高い都
市では，人口が維持増加傾向にあることが分かっ
た．よって，立地適正化計画を考えていく上でも，
現時点で構成されている多様なコンパクト性と
ネットワーク性を考慮する必要があるという結果
となった．
図-16　グループ 5主成分分析結果平均
図-9.1.11　日向市　公共交通機関（バス）
図-9.1.12　日向市　公共交通機関（鉄道）
図-9.1.13　日向市　道路ネットワーク
特
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